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研究成果の概要（和文）：本研究は，いわき市を対象としてまちづくり活動ユニットを抽出し，日常生活において機能
する地域システムの構築を追究することを目的とするものである。具体的には，NPOと自治会・町内会等を対象として
実施したアンケート調査とその分析を通して，大震災前後の活動と日常の活動，三者の関係性を明らかにすることがで
きた。また，地域，地区，自治会・町内会等の単位により実態が異なる中で，日常の活動を通した住民どうしのコミュ
ニティやリーダーの存在等，活動に影響を与える要因，土地利用や公共施設の立地にみる地域特性と行政や各種団体・
組織等との連携等の防災・減災に取り組み，機能させるための必要事項を明らかにすることができた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this paper is to clarify the actual condition of activities to 
target the resident’s association. In particular, it clarifies the actual condition of activities before 
Great East Japan Earthquake, and then it clarifies the relationship between the daily activities and the 
activities after the earthquake.
Through the analysis by the questionnaire survey for NPO and the chairman of the residents' association, 
it found the relationship of the activities before and after the earthquake, and found the relationship 
with the community of daily activities. And also, it found the characteristics of the residents' 
association from the view points of the land use and the location of public facilities. Furthermore, the 
presence of everyday communities and leaders were revealed as a factor affecting the activities. 
Therefore, it is important to continue spreading their activities around the facilities and the 
organizations that are currently functioning.

研究分野： 土木工学・土木計画学・交通工学
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１．研究開始当初の背景 
 未曾有の東日本大震災の発生は，東北地方
を中心に多くの被害をもたらした。福島県い
わき市においては，震度 6 弱が三度発生した
地震そのものによる被害に加えて，津浪，原
発事故，風評被害の四重苦がもたらされた。
地域システムの観点より，その課題を整理し
てみると，震災直後には，被災状況を把握す
ることができないために，救援や避難の適切
な誘導をすることができなかったことがあ
げられる。そのため，適切な支援物資の支給
も滞り，被災者のみならず支給する行政にお
いても混乱が生じた。さらに，原発事故の発
生により，自主的避難が相次ぎ，いわき市に
おいては行方不明者の捜索に困難を伴った。
そこでは，避難の有無や所在について把握す
ることができず，また本来は所在を確認すべ
き区長をはじめとする主体の被災や避難に
より，災害時の最優先事項である人命の確認
を適切に行うことができなかった。また，震
災後半年が経過し，復旧・復興にむけて進む
過程においても，住宅の再建や市街地の再生
にむけて，個々の住民の意向の多様性より，
従前のコミュニティを維持することができ
なくなっている。その一方で，従前のコミュ
ニティを活かし，がれきの撤去や清掃・美化
が進み，計画の策定や予算の執行を待たずし
て，復旧・復興の姿をみせている地域もある。 
 
２．研究の目的 
本研究は，いわき市を対象として，まちづ

くり活動ユニットを抽出し，ユニット間の相
補関係を導出することにより，震災をはじめ
とする非日常の機会も含めた日常生活にお
いて機能する地域システムの構築を追究す
ることを目的とするものである。 
 具体的には，第一に，いわき市内をまち（市
街地）地域，周辺拠点（沿岸）地域，中山間
地域に分類し，それぞれの地域におけるまち
づくり活動ユニットを抽出する。ここでは，
まちづくり活動ユニットとして「自治会・町
内会等」に着目する。また，いわき市におい
ては大震災後に NPO 法人が多く設立・認証
されているため，この NPO 法人について着
目し，その実態と震災後の取り組みについて
明らかにする。第二に，東日本大震災を通し
た各ユニットの活動実態を明らかにし，その
目的とする活動の有無について検証する。そ
こでは，活動を支えた要因と活動することの
できなかった要因を明らかにし，緊急時の活
動の検証を通して，コミュニティと防災に着
目した，非日常における活動実態についても
明らかにしていく。 
 
３．研究の方法 
(1)研究の方法 
本研究では，いわき市内 13 地区を対象と

して第一に，面積や人口，世帯数などにみる
統計資料より，データベースを作成した。そ
の上で第二に，コミュニティの単位として大
字，小字，自治会・町内会等に着目し，その
空間構成について調査し，地理情報システム
を用いて分析した。さらに，第三に，現状い
わき市内において行政が把握する最小のコ
ミュニティ単位としてとらえることのでき
る「自治会・町内会等」に着目し，その区長
を対象としてアンケート調査を実施した。ま
た，同様に NPO 法人の実態を明らかにする
ために，いわき市内の NPO 法人を対象とし
て，アンケート調査を実施した。そこで，震
災発生前後の状況と今後のことについて，震
災発生前の状況と比較する形で調査項目を
設定して，調査・分析を行った。 
(2)研究の対象 
本研究の対象とするいわき市については，

1966（昭和 41）年 10 月の広域合併以前の旧
市町村単位により，13 地区に区分することが
できる。この 13 地区は，その地域特性によ
り，市街地地域（平，好間，内郷，常磐，小
名浜）とその周辺拠点地域（久之浜・大久，
四倉，勿来），さらには中山間地域（川前，
小川，三和，遠野，田人）に区分することが
でき，いわき市都市計画マスタープランにお
いてもそれぞれ位置づけられ，土地利用や都
市施設の整備方針が示されている。 
いわき市においては，大震災後に「地域コ

ミュニティ実態調査」が行われている。そこ
では，津波で被災した 5 地区（平，小名浜，
勿来，四倉，久之浜）を対象として，アンケ
ート調査を実施している。具体的には，5 地
区内の 39 の自治会・町内会等を対象として，
またその中の 1,333 世帯を対象として，地震
発生時のことやその後の避難，支援を受けた
先とその内容などについて調査している（回
収率 56.7％）。その結果，「避難しなかった」
世帯は 21.5％に止まり，津波や余震を警戒し
て避難したことや震災前の居住場所に 51.6％
の世帯が「戻りたい」と考えていること，「食
料や水等の物資支援」を 42.3％の世帯が受け
ており，最も多かったことなどが明らかにさ
れている。また，今後自治会・町内会等の地
域コミュニティを維持・再生するための課題
としては，「放射能などの環境問題」が 78.9％
の回答割合で最も高く，次いで「復興計画が
見えないこと」（同 73.7％）があげられてい
る。ここでは，これらの調査結果を十分に踏
まえて，調査・分析を進めていく。 
 
４．研究成果 
(1)東日本大震災を通した NPO の活動実態 

2011 年 3 月 11 日（金）以前においては，
いわき市内では 70 の NPO 法人が認証されて
いた。それが 2012 年（平成 24 年）12 月 6 日
現在，94 法人へと増加しており，震災後に申



請・認証された法人が多いことがわかる。申
請・認証の推移をみると，大震災直前の平成
21 年の 6 法人，平成 22 年の 9 法人と比較し
ても，大震災直後の平成 23 年の 10 法人，平
成 24 年（12 月 6 日まで）の 11 法人は，多く
認証・設立されてきたということができる。 

この NPO 法人が震災後にどのように活動
を行い，地域において機能したのかについて
明らかにすることを目的として，アンケート
調査を実施した。調査の概要を表 1 に示す。
調査は，2012 年 12 月現在，いわき市内おい
て認証されている NPO 法人 94 を対象として
郵送配布・回収法により行った。調査項目は，
「1．震災に関して，困ったこと，行った活
動」等より始まり，「4．法人自身のこと」に
ついてまで，震災発生前後の状況と今後のこ
とについて，震災発生前の状況と比較する形
で全 5 項目・22 問より構成される調査項目を
設定した。回収数（回収率）は，45（47.9％）
であった。 
1) 取り組み分野にみる震災後の活動 

NPO 法人の活動分野について，回答団体の
取り組み分野数について集計した。その結果，
回答のあった法人において，平均 2.4 分野の
取り組みをみることができた。そのなかで，
最も活動数が多い団体は７分野であり，活動
数が最も少ない団体は１分野であった。そこ
で，この取り組み分野数より分類し，その分
類ごとに該当する団体の震災後の活動につ
いてみたものが表 2 である。これをみると，
取り組み分野数が多いほど，一団体あたりの
震災前後の活動数が多い結果となっている。
その内容を具体的にみると，活動分野が 1～2
の団体について，震災以前は「高齢者や体の
不自由な方への支援」や「避難所の運営，手
伝い」，「避難所までの避難誘導，避難の手伝
い」など，避難者や高齢者，障がい者に対す
る支援活動を多く行っているということが
できる。また，活動分野が 3～4，5～7 の団
体においては「備蓄品や救援物資の配布」，
「行政との連携」，「他団体との連絡・調整」
など，幅広い活動を行っていることがわかる。
活動分野が 5～7 の団体は，震災後の平均活
動数は 5.5 となっており，日頃の活動が多岐
にわたっている団体ほど，震災後の活動数が
多くなっているということができる。そのよ
うななかで，全体としてみると「避難所の運
営，手伝い」と「備蓄品や救援物資の配布」
については，活動数の多少にかかわらず共通
して行われているのをみることができる。 
2)満足度にみる震災前後の活動 
震災前後の活動について，その評価（満足

度）を表 3 にみてみると，「十分に満足でき
る」が回答数 4，回答割合 9.5％に止まってお
り，「どちらかといえば満足できる」（同 9，
21.4％），「どちらともいえない」（同 18，
42.9％），「（もう少しできたと）不満が残る」

（同 11，26.2％），「大変不満である」（同 0，
0.0％）となっている。これより，中間的な評
価が多い形となっているということができ
る。ここで，「震災後に実際に行った活動」（複
数回答）についてあわせてみてみると，「高
齢者や体の不自由な方への支援（避難の手伝
い，避難所での支援等）」と「備蓄品や救援
物資の配付」について，回答数に占める割合
が 37.5％と最も高くなっている。次いで，「避
難所の運営，手伝い（炊き出し，食事の配付
等）」が同じく 35.0％，「行政との連携（救援
物資の受取り等，行政とのパイプ役）」（同
27.5％）となっている。このことより，震災
後においては，災害弱者の支援や避難所の運
営，物資の受け取りや配布など，多岐にわた
っていたということがわかる。また，この満
足度より震災前後の活動数をみてみると，震
災前の全体の平均が 3.1 である中で，「十分に
満足できる」が 3.3，「どちらかといえば満足
できる」が 1.1，「どちらともいえない」が 1.7，
「（もう少しできたと）不満が残る」が 1.5 と
なっている。複数の活動を行う中にあって，
満足していると評価している団体において，
活動しているという回答数が多い形となっ
ている。このことは震災後も同様であり，
「「十分に満足できる」が 4.0，「どちらかと
いえば満足できる」が 3.9，「どちらともいえ
ない」が 3.0，「（もう少しできたと）不満が
残る」が 2.6 となっている。複数の活動を行
う中にあって，満足していると評価している
団体において，活動しているという回答数が
多い形となっている。 
 団体の規模と震災前後の活動数との関係
についてみたものが，表 4 である。これをみ

満足度 団体数
震災前の
活動数

（平均）
震災後の
活動数

（平均）
震災前後
の変化率

満足 4 13 3.3 16 4.0 1.2
どちらかといえば満足 9 10 1.1 35 3.9 3.5
どちらともいえない 18 30 1.7 54 3.0 1.8

（もう少しできたと）不満が残る 11 16 1.5 29 2.6 1.8
大変不満である 0 0 0 0 0 0

表 3 満足度にみる震災前後の活動 

表 2 取り組み分野数にみる震災前後の活動数 
取り組み
分野数

団体数
震災前の
活動数

（平均）
震災後の
活動数

（平均）
震災前後の
変化率

1～2 25 28 1.1 74 3.0 2.6
3～4 15 28 1.9 39 2.6 1.4
5～7 4 15 3.8 22 5.5 1.5

表 1 アンケート調査の概要 
対象 いわき市内認証NPO法人（94法人）

１．震災発生に関して
・困ったこと，行った活動，できなかったこと，他の団
体との連携，満足度，課題，他の組織・団体につい
て，活動への影響
２．震災発生以前について
・地域活動，防災対策，役に立ったこと
３．今後のことについて
・今後新たに取り組むこと，他団体との関係，まちづ
くりの課題，行政に望むこと，震災発生時の活動
４．法人について
５．その他
全5項目・22問

調査期間 2012年12月
調査方法 郵送配布・回収法

調査項目



ると，規模（人数）が数人の団体においては，
一団体あたりの平均活動数について，震災前
が 1.5，震災後が 2.9 となっている。一方，人
数が十人以上の規模の団体においては，同様
に震災前が 1.9，震災後が 3.2 となっており，
数人規模の団体と比較して活動数が多い形
となっている。このことは，日頃の活動数や
今後取り組もうと思う活動数についても同
様であり，規模が十人以上の大きい法人にお
いて活動数が多いということができる。 
 団体の活動の頻度と活動数の関係につい
てみたものが，表 5 である。これにより，毎
日活動していると回答した団体とそれ以外
の団体とを比較してみると，震災前の活動数
については毎日活動している団体の平均が
1.6，週数回以下の活動頻度の団体が 1.9 とそ
れほど違いをみることができない。しかしな
がら，震災後の活動数については，毎日活動
する団体の平均活動数が 3.7 で週数回以下の
団体が 2.3 と 1 つ以上の差をみることができ
る。また，「今後取り組もうと思う活動数」
についても同様に，活動数 2.4 と 1.8 と毎日
活動する団体の活動数が多くなっている。 
(2)自治会・町内会等の活動実態 
自治会・町内会等の活動実態を明らかにす

ることを目的として，その区長を対象として
アンケート調査を実施した。その概要を示し
たものが，表 6 である。 
1)大震災前の活動 
大震災前に自治会・町内会等で行っていた

活動について，図 1 に地域ごとにみてみると，
「地域の清掃や環境保全などの美化活動」の
回答割合が 3 地域共通して高く，大多数の自
治会・町内会等で行われていたことがわかる。
次いで，「祭りや伝統芸能などの維持・保全
活動」，「災害予防や防災対策などの防災活
動」が 60％以上の回答割合で多く，またその
中でも地域ごとにみると，中山間地域におけ
る回答割合が高くなっている。また，自治
会・町内会等ごとに回答数を活動数としてみ
てみると，全体として平均 4.6（市街地 4.5，
周辺拠点 4.0，中山間 5.6）の活動に取り組ん
でおり，最も多い活動数は「その他」も含め
て 13 の活動中 11 であり，小名浜地区の「湘
南台」をはじめ 8 つの自治会・町内会等（市
街地 1，周辺拠点 1，中山間 6）が該当する。
その一方，最も少ない活動数は 0 であり，平
地区の「平第 37 区」をはじめ 13 の自治会・
町内会等（市街地 6，周辺拠点 4，中山間 3）
が該当する。 
2)大震災直後の活動 
 大震災直後に自治会・町内会等で行った活
動について，図 2 に同様にみてみると，全体
として「地区内の被害状況の確認（住宅・道
路・水道等の被害の把握）」の回答割合が最
も高く，次いで「行政との連携（救援物資の
受取り等，行政とのパイプ役）」となってお

り，いわき市全体としてみた場合に，やはり
中山間地域においてその回答割合が高くな
っている。また，「特に活動は行わなかった」
自治会・町内会等を 25（市街地地域 11，周
辺拠点地域 8，中山間地域 6）みることがで
きる。自治会・町内会等ごとに回答数を活動
数としてみてみると，全体として平均 5.7（市
街地 5.6，周辺拠点 5.6，中山間 6.1）の活動
に取り組んでおり，最も多い活動数は「その
他」も含めて 19 の活動中 16 となっており，
小名浜地区の「江名第 3」と小川地区の「上
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図 1 大震災前の活動 
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図 2 大震災直後の活動 

1～2人，数人 22 48 2.2 32 1.5 64 2.9 35 1.6

十数人，数十人 22 61 2.8 42 1.9 71 3.2 54 2.5

（平均）
震災前の
活動数

（平均）
今後取り組もう
と思う活動数

（平均）
団体規模
人数

団体数
日頃の
活動数

（平均）
震災後の
活動数

表 4 法人の規模にみる震災前後の活動 

毎日 23 63 2.7 37 1.6 86 3.7 55 2.4
週数回以下 21 51 2.4 40 1.9 48 2.3 37 1.8

今後取り組も
うと思う活動数

（平均）（平均）
震災後の
活動数

（平均）
震災前の
活動数

（平均）活動頻度 団体数
日頃の
活動数

表 5 活動の頻度にみる震災前後の活動 

調査期間
調査方法

調査項目

調査対象

平（111地区）,好間（15地区）,内郷（9地区）
常磐（35地区）,小名浜（110地区），大久・久之浜
（13地区），四倉（44地区），勿来（71地区），川前
（16地区），小川（34地区），三和（11地区），遠野
（10地区），田人（8地区）
平：69（62.2%）,好間：9（60%）,内郷：7（78.8%）,常
磐：23（65.7%）,小名浜：69（62.7%）,久之浜・大久：7
（53.8%），四倉：27（61.3%），勿来：40（55.8%），川
前：15（93.8%），小川：19（55.9%），三和：11
（100%），遠野：9（90%），田人：7（87.5%），13地区
合計：312（64.1%）

回答数
（回収率）

2012年11月～12月，2013年11月～12月
郵送配布・郵送回収

・震災時の地区の活動実態（15項目），・地区の問
題について，・各種団体，・神社祭典,祭り,イベン
ト，・その他,行事，・自由記述，・回答者属性（年齢,
性別），・自治会・町内会等属性（名称,加入世帯数,
加入率）

表 6 アンケート調査の概要 



平 3 区」の 2 つが該当する。 
3)大震災発生前後の活動内容 
ここで，大震災前の活動数が 13 選択肢中 9

～11 の自治会・町内会等を大震災前の活動数
が特に多い自治会・町内会等として 25 抽出
し，活動数が 0～1 の自治会・町内会等を活
動数の特に少ない自治会・町内会等として 28
抽出して，大震災後の活動内容について分析
した。 
この大震災後の活動内容についてみたも

のが，表 7 である。これより，大震災前の活
動数が多い自治会・町内会等に着目すると，
「地区内の被害状況の確認」が 24（96.0％）
とほとんどの自治会・町内会等で行われたこ
とがわかる。次いで，「行政との連携」（22・
88.0％）や「給水の手配」（20・80.0％）を多
くみることができる。一方，大震災前の活動
数が少ない自治会・町内会等についてみると，
「地区内の被害状況の確認」が 7（25.0％）
に止まっており，「特に活動は行わなかった」
についても 8（28.6%）みることができる。ま
た，「初期消火活動」や「仮設トイレの手配」，
「防災倉庫の利用」については該当数が 0 と
まったくみることができない。これらのこと
より，取り組んだところと，取り組まないと
ころの差がみられる活動の存在をみること
ができる。また，その活動数の平均をみると，
大震災前の活動数が多い自治会・町内会等に
おいては，震災後に平均 9.6 の活動を行って
いるのに対して，大震災前の活動数が少ない
自治会・町内会等においては，大震災後は平
均 1.8 の活動に止まっており，活動数が多い
自治会・町内会等は，少ない自治会・町内会
等と比較して，大震災後も多くの活動を行っ
ていることがわかる。ここで，大震災前後の
活動数について，その相関係数は 0.66 となっ
ている。 
4)大震災前後の活動との関係について 
大震災前の活動としていわき市全体にお

いて多くみることのできた「環境美化活動」
と「防災活動」について，これらの活動に取
り組んでいた自治会・町内会等の大震災直後
の活動との関係をみたものが，表 8 である。
これをみると，「環境美化活動」に取り組ん
でいた自治会・町内会等の 83.5％が大震災直
後に「被害状況の確認」に取り組んでおり，
「安否確認」（同 57.0％）や「行政との連携」
（同 65.1％）にも多く取り組んでいるという
ことがわかる。このことは，「防災活動」に
ついても同様であり，「被害状況の確認」（同
89.0％），「安否確認」（同 61.9％），「行政との
連携」（同 72.9％）と多くの自治会・町内会
等において，大震災直後に取り組んでいるこ
とがわかる。 
5)役に立ったコト 
 大震災前からの「日頃の防災活動が大震災
時に役に立った理由」について，大震災前の

活動数が多いところと少ないところを比較
してみると，多いところにおいては「高齢者
や体の不自由な方の所在を把握できていた」
（回答割合 75.0％）や「判断できる人やリー
ダーとなる人がいた」（同 75.0％）が多く，
少ないところ（同 23.1％と 7％）との決定的
な違いとなっている。同じく，「日頃の防災
活動により知識が得られていた」（同 62.5％
と 7.0％）や「スムーズに連絡がとれた」（同
62.5％と 0.0％）ついても同様の傾向をみるこ
とができる。また，「防災活動以外の日頃の
活動で，とても役に立ったこと」についてみ
てみると，活動の多いところにおいては「青
年会や子供会，老人会を通じて，地区内で顔
見知りが増えていた」（同 75.0％）や「祭り
などのイベントを通じて，地区内に顔見知り
が増えていた」（同 62.5％）が多く，少ない
ところ（ともに同 15.4％）と大きく異なる形
となっている。 
6)各種活動に大きな役割を果たした組織 
 自治会・町内会等の他に，大震災後の各種
活動において大きな役割を果たした組織に
ついてみてみると，活動数が多いところにお
いては，「行政」（回答割合 87.5％）や「子供
会や青年会，婦人会，老人会」（同 62.5％）
が多く，少ないところ（同 15.4％と 7.7％）
と大きく異なっており，自治会・町内会等だ
けではなく，複数の組織と連携する形で活動
したことがわかる。 
7)支障となったこと 
 「大震災発生直後の活動において支障とな
った事柄」についてみてみると，活動数が少
ない自治会・町内会等においては，特に「外
部からの情報不足」（回答割合 46.2％）をあ
げており，中山間地域を除く地域においてあ
げられている。一方，活動数が多い自治会・
町内会等においては，同 12.5％で 1 つの自治

被害状況確認 安否確認 行政との連携

環境美化活動(%) 272 227(83.5) 155(57.0) 177(65.1)

防災活動(%) 181 161(89.0) 112(61.9) 132(72.9)

大震災直後の活動

大震災前
の活動

表 8 大震災前と直後の活動との関係 

該当数 割合(%) 該当数 割合(%)
被害状況の確認 24 96.0 7 25.0
救助活動 3 12.0 1 3.6
初期消火活動 3 12.0 0 0.0
安否確認 17 68.0 5 17.9
避難誘導 6 24.0 1 3.6
高齢者や体の不自由な方への支援 15 60.0 2 7.1
避難所の運営，手伝い 13 52.0 1 3.6
備蓄品や救援物資の配布 18 72.0 6 21.4
給水の手配 20 80.0 2 7.1
井戸水や水道水の提供 19 76.0 1 3.6
仮設トイレの手配 3 12.0 0 0.0
自治会等の見回り活動 18 72.0 4 14.3
在宅の被災者への支援 11 44.0 2 7.1
防災倉庫の利用 8 32.0 0 0.0
市への連絡・要望のとりまとめ 16 64.0 2 7.1
行政との連携 22 88.0 3 10.7
ほかの自治会等との連絡・調整 18 72.0 1 3.6
特に活動は行わなかった 2 8.0 8 28.6
その他 4 16.0 3 10.7

活動数が多い 活動数が少ない
震災前

震災後の活動内容

表 7 大震災前の活動数と震災後の活動内容 



会・町内会等のみがあげているだけであるこ
とより，活動に影響していたことがわかる。 
8)活動数にみる地域特性 
大震災後の活動や日常の活動との関係を

みることのできた，大震災前の活動について，
その数が 11 と最も多い自治会・町内会等の
地域特性を明らかにするために，該当する 8
つの自治会・町内会等を対象として，作成し
た地図上で土地利用や公共施設の立地より
定性的に分析した。その結果，市街地地域に
該当する「湘南台」は新興住宅地であり，い
わき市合併後の昭和 45 年－平成 22 年の変化
率が 713.0％と人口が著しく増加していると
ころであることがわかる。また，周辺拠点地
域に該当する四倉地区の「5 区」は，四倉小
学校の位置する地区の近隣商店街に隣接す
るところであり，その他の 6 つは，中山間地
域に位置する中で，住宅団地が開発された
「上平 3 区」や小学校，中学校などの公共施
設が集積するところが多いことがわかった。
8 つの自治会・町内会等に共通して，公民館・
集会所をはじめ公共施設が集積しており，緊
急時の避難所も一つ以上存在していること
がわかる。それは，特に中山間地域の中でも
中心として位置づけられるところにおいて，
顕著であるということができる。 
一方，大震災前の活動数が 0 である 13（市

街地 6，周辺拠点 4，中山間 3）についてみて
みると，市街地地域においては「平第 37 区」
や「平第 39 区」，「高坂」のように昭和の時
代に造成された住宅団地や老朽化した市営
住宅団地に該当する地域をみることができ
る。また，「赤井 2 区」や「玉山区」，「上山
田上」や「上黒田」，「11 区」のように，周辺
拠点地域や中山間地域の中でも山間部に位
置する地域をみることができる。該当する自
治会・町内会等の位置する大字の平成 22 年
度と平成 24 年度を比較した，人口変化率に
ついてあわせてみてみると，すべて減少して
おり，いわき市全体の変化率が－3.5%である
ことと比較してみると，特に中山間地域の自
治会・町内会等において著しく減少している
ことがわかる。 
9)自治会・町内会等どうしの関係 
 震災前の活動数について階級区分し，その
分布についてみてみると，平地区において最
も活動数が多い階級に該当する自治会・町内
会等は，いわきニュータウンの飯野住区に該
当する「中央台飯野 1 区」と「中央台飯野 2
区」にみるように，同じ小・中学校区で隣接
する自治会・町内会等が同じ階級となってい
る。その下の階級についても，同じ大字内の
隣接する複数の自治会・町内会等が同じとな
っており，広がりをもつ形をみることができ
る。このことは，他の地区においても共通に
みることができることより，公共施設の集積
や住宅団地の開発等にみる地域特性の違い

により，その活動数にも特徴をみることがで
きる。特に，飯野住区にみるような，学区に
相当する同じ階級の広がりを複数みること
ができる。 
(3)まとめ 
本研究の成果として，第一に，いわき市内

の自治会・町内会等を対象としたアンケート
調査を通して，東日本大震災前および大震災
発生時とその後の活動実態について明らか
にすることができた。第二に，大震災発生前
の活動の有無や活動数について，大震災後の
活動や日常の活動との関係を明らかにする
ことができた。第三に，自治会・町内会等の
活動に影響を与える要因を明らかにするこ
とができた。最後に，地域特性によりその活
動が異なるのをみることができた。今後は，
防災や減災への取り組みとして機能してい
る公共施設や各種団体・組織を中心として，
隣接する自治会・町内会等どうしでその活動
の広がりをもたせていくことが必要である。 
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